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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等
　

回次
第131期
第２四半期
連結累計期間

第132期
第２四半期
連結累計期間

第131期

会計期間
自  平成22年４月１日

至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日

至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日

至  平成23年３月31日

売上高 （百万円） 89,728 83,401 213,175

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 449 △209 5,910

当期純利益又は
四半期純損失（△）

（百万円） △2 △484 3,003

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △1,979 △911 1,015

純資産額 （百万円） 79,764 79,925 81,786

総資産額 （百万円） 153,018 152,826 175,166

１株当たり当期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

（円） △0.03 △6.25 38.72

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） ― ― ―

自己資本比率 （％） 52.0 52.2 46.6

営業活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △8,041 △1,866 △5,939

投資活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） 1,007 49 1,443

財務活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △1,433 △996 △2,273

現金及び現金同等物の四半期
末（期末）残高

（百万円） 18,574 17,433 20,232

　

回次
第131期
第２四半期
連結会計期間

第132期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日

至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日

至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 32.08 5.90

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第131期第２四半期連結累計期間および第131期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第132期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの、１株当たり四半期純損失金額が計上されているため記載しておりません。

５　第131期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容

に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度に係る有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありませ

ん。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等は行われておりませ

ん。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもの

であります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、輸出や生産、設備投資に緩やかな持ち直しの動

きが見られたものの、円高、株安などもあり、雇用・所得環境に改善は見られず、国内景気は厳しい状

況のまま推移いたしました。

当社およびグループ各社は本年４月からの中期経営計画のもと、採算性重視の受注活動およびコス

トダウンに取り組んでまいりました結果、当第２四半期連結累計期間の業績は次のとおりとなりまし

た。

受注高は、産業設備とリニューアルが堅調に推移し、全体としては100,854百万円（前年同四半期比

＋1.3％）となり、売上高は83,401百万円（前年同四半期比△7.1％）となりました。営業損失は671百

万円、経常損失は209百万円、四半期純損失は484百万円となりました。

なお、当社グループの主力事業であります設備工事事業（空調設備工事）は、通常の営業形態とし

て工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中する一方、販売費及び一般管理費などの固定費

はほぼ恒常的に発生するため、利益は第４四半期連結会計期間に偏るなど業績に季節的変動がありま

す。このため、第１四半期連結累計期間から第３四半期連結累計期間までは営業損失、経常損失および

四半期純損失となる傾向にあります。

　

EDINET提出書類

高砂熱学工業株式会社(E00149)

四半期報告書

 4/29



　

セグメントごとの業績は次のとおりであります。（セグメントごとの業績については、セグメント

間の内部売上高等を含めて記載しております。）

（設備工事事業）

売上高は80,431百万円（前年同四半期比△6.9％）、セグメント損失（営業損失）は680百万円と

なりました。

（設備機器の製造・販売事業）

売上高は3,350百万円（前年同四半期比△6.8％）、セグメント損失（営業損失）は27百万円とな

りました。

（その他）

売上高は119百万円（前年同四半期比＋2.0％）、セグメント利益（営業利益）は43百万円（前年

同四半期比＋10.9％）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における「現金及び現金同等物」は、前連結会計年度末に比べて

2,798百万円減少し、17,433百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、1,866百万円の支出（前年同四半期比＋6,175百万円）

となりました。これは主に税金等調整前四半期純損失に加え、法人税等の支払いによるものであり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、49百万円の収入（前年同四半期比△958百万円）となり

ました。これは主に定期預金の払戻しによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、996百万円の支出（前年同四半期比＋437百万円）とな

りました。これは主に配当金の支払いによるものであります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

① 当面の対処すべき課題の内容等

前事業年度に係る有価証券報告書提出日以降、当第２四半期連結累計期間において、重要な変更ま

たは新たに発生した事項等はありません。

空調業界におきましては、民間設備投資は持ち直しつつあるものの、公共投資は低調に推移するこ

とが予想され、競争激化も相まって、厳しい経営環境が続くものと思われます。

このような情勢のもと、当社グループは、本年４月から新たな３か年中期経営計画を開始いたしま

した。採算性重視の受注活動とコストダウンの継続および重点分野への経営資源集中により、収益力

の一層の強化と経営の効率化を図るとともに、「顧客最優先」「現場第一主義」の考えに基づき、全

役職員の衆知を結集して平成25年度の計画達成に取り組んでまいります。また、当社の企業価値の源

泉である現場を支える協力会社との連携を強化してまいります。
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環境問題につきましては、社会的責務ととらえ「環境経営理念」を制定し、事業活動を通じて省エ

ネルギー、フロンの回収、グリーン調達、建設廃棄物のゼロエミッション化など環境保全活動を積極的

に推進しております。当社グループは技術力と現場力をあわせた総合エンジニアリング力を駆使し、

需要を喚起・創出する企画提案型の営業活動であるセールス・エンジニアリングを強化いたします。

当事業年度から、省エネルギー・環境対策に関する環境ソリューション関連業務を事業部として独立

させ、主力事業である空調設備工事との相乗効果を図りつつ、エコロジーとエコノミーを両立させる

取組みの強化を通じて地球環境保全と低炭素社会実現に貢献し、社会的責任を果たしてまいります。

なお、これらの活動成果を、従来の環境報告書に代えて、当事業年度からＣＳＲ報告書において情報

開示を行っております。

　

② 株式会社の支配に関する基本方針

前事業年度に係る有価証券報告書提出日以降、当第２四半期連結累計期間において、重要な変更ま

たは新たに発生した事項等はありません。

(イ) 基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、

当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能と

する者である必要があると考えています。

当社は、創業以来、「最高の品質創り、特色ある技術開発、人材育成」という経営理念に基づき、

一般空調、工場空調、地域冷暖房施設、原子力関連の空調設備、除湿設備など「熱と空気に関するエ

ンジニアリング」を中心とした建築設備工事業を営んでおり、これらについて、独自の技術によっ

て安全かつ高品質なサービスを提供し続けることにより、企業価値・株主共同の利益の確保・向

上に努めてまいりました。

そして、当社の企業価値の源泉は、(Ⅰ)高い技術力・開発力を持つ個々の社員と個々の社員の能

力に基づく最先端かつ独創的な技術力・開発力、(Ⅱ)空調・熱源設備の施工業者として蓄積して

きたノウハウや実績、(Ⅲ)長年にわたり培ってきた事業会社などの顧客や高い施工能力を有する

協力会社との信頼関係、および(Ⅳ)顧客重視・現場重視の企業文化および健全な財務体質を継続

的に維持することによる優良な顧客の開拓・維持などにあります。

当社は、株式の大量買付であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、

これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案につい

ての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。しかしなが

ら、株式の大量買付の中には、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくあり

ません。そして、当社株式の大量買付を行う者が上記の当社の企業価値の源泉を理解し、中長期的

に確保し、向上させられる者でない場合には、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損され

ることになります。

当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財

務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。
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(ロ) 基本方針実現のための取組みの具体的な内容の概要

基本方針の実現に資する特別な取組みの概要

当社取締役会は、当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上して

いくことを実現するために、本年４月から中期経営計画を策定し、実行しております。引き続き、建

築設備の企画から新築、アフターサービスを経てリニューアルまでのライフサイクルにわたり、総

力を挙げて技術力と現場力をあわせた総合エンジニアリング力を駆使し、最適な環境をワンストッ

プで提供することを基本方針として定め、「顧客最優先」「現場第一主義」の考えに基づき、採算

性重視の受注活動を推進するとともに重点分野への経営資源集中により、収益の拡大と持続的な成

長を実現するべく事業構造改革を進めております。

平成24年３月期においては、省エネルギー・環境対策に注力した技術開発を行っております。

当第２四半期連結累計期間においては、一般事務所の冷却負荷と比べ、数倍から10倍以上にもの

ぼる負荷密度を有する施設であるデータセンターの冷却に要するエネルギーの増加は大きな課題

であるところ、国内最高レベルの省エネルギー性を実現した空調システムを株式会社関電エネル

ギーソリューションと共同で開発し、日本ユニシス小浜データセンターへの導入が決定いたしまし

た。本空調システムの性能や特徴を理解していただき、体感することができるモデルルームを当社

総合研究所に開設し、顧客ニーズに最適な熱対策や空調の省エネルギーチューニングの事前検証

フィールドとして活用しております。また、市場規模が急拡大しているリチウムイオン電池工場の

主要設備であるドライルームにおいて、除湿性能を大幅に高めるとともに省エネルギーを実現し、

高品質かつ環境負荷の少ないドライルームを低コストで提供する「ＷＩＮＤＳ-Ⅱ」を開発し販売

を開始しました。

コーポレート・ガバナンスにつきましては、取締役の人数削減・任期短縮を行うとともに、経営

の意思決定・監督機能と業務執行機能を明確にし、迅速かつ機動的な経営を行うため、執行役員制

度を導入しております。当社は、業務執行部門である取締役および執行役員が機動的な業務執行を

行うこと、また、監査役、会計監査人および内部監査室が相互に連携をとり、実効性のある監査を行

うことにより経営の透明性を高めております。

なお、当社は、平成23年６月29日開催の第131回定時株主総会をもって、役員退職慰労金制度を廃

止し、取締役および執行役員の報酬と当社業績ならびに株式価値との連動性をより明確にし、中長

期的な業績向上と企業価値向上への貢献意欲等を一層高めることを目的に、当社取締役および執行

役員を対象として株式報酬型ストックオプション制度を導入しております。

　

(ハ) 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

上記②（ロ）に記載した企業価値向上のための取組みやコーポレート・ガバナンスの強化と

いった各施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体

的方策として策定されたものであり、まさに当社の基本方針の実現に資するものです。従って、こ

れらの施策は、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の

地位の維持を目的とするものではありません。
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(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループが支出した研究開発費の総額は372百万円であ

ります。なお、当第２四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(5) 受注の実績

当第２四半期連結累計期間における受注の状況は、次のとおりであります。

セグメントの名称

前第２四半期連結累計期間

　（自　平成22年４月１日

　　至　平成22年９月30日）

(百万円)

当第２四半期連結累計期間

　（自　平成23年４月１日　

　　至　平成23年９月30日）

(百万円)

前年同四半期比

(％)

設備工事事業 96,105 96,926 0.9

設備機器の製造・販売事業 3,390 3,828 12.9

その他 88 99 11.3

合計 99,584 100,854 1.3

　

EDINET提出書類

高砂熱学工業株式会社(E00149)

四半期報告書

 8/29



第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年11月11日)

上場金融商品取引所
名または登録認可金
融商品取引業協会名

内容

普通株式 85,765,76885,765,768
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であります。

計 85,765,76885,765,768― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成23年７月22日

新株予約権の数 1,022 個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 　　　　　　102,200 株 (注) １

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間
自　平成23年８月12日
至　平成53年８月11日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

           発行価格      489円 
           資本組入額    245円

(注) ２

新株予約権の行使の条件 (注) ３

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、

取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注) ４

(注) １ 新株予約権の目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）は、100 株であります。

ただし、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）以降、当社が当社普通株式につき、株式分

割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）または株式併合を行う場

合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。なお、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で

行使されていない付与株式数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り

捨てるものとする。
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 調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率

　また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割または株式交換を行う場合、およびその他これらの場合

に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当社は取締役会において必要と認める付与株式数の調整を

行うことができる。

２ 発行価格は、新株予約権の払込金額488円と新株予約権の行使時の払込金額１円を合算しております。

新株予約権の行使により株式を発行する場合の資本組入額

（1）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げる。

（2）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記（1）記載

の資本金等増加限度額から上記（1）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

３ 新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、新株予約権の行使期間内にお

いて、当社の取締役および執行役員のいずれの地位をも喪失した日（以下「地位喪失日」という。）

の翌日以降、新株予約権を行使することができる。ただし、この場合、新株予約権者は、地位喪失日の翌

日から10日以内（10日目の日が営業日でない場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使すること

ができる。

（2）上記（1）但書にかかわらず、本新株予約権者が新株予約権の行使期間内に死亡したことにより当社

の取締役および執行役員のいずれの地位をも喪失した場合は、相続開始後６月以内に限り、その相続

人が、当社所定の手続きに従い、当該本新株予約権者が付与された権利の範囲内で本新株予約権を行

使できるものとする。ただし、相続人死亡による再相続は認めない。

（3）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができない。

４ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が

分割会社となる場合に限る。）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合

に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合には、組織再編行為の効力発生日

（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸

収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交

換につき株式交換がその効力を生ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をい

う。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する新株

予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（ 

以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の各号に定める条件に基づきそれぞれ交付すること

とする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するもの

とする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併

契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することによ

り交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに上記（3）に従って決定

される当該新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

組織再編行為の効力発生日から、新株予約権の行使期間に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。

（6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する

事項

上記（注）２に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。
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(8) 新株予約権の取得条項

以下の①、②、③、④または⑤の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合

は、取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は、新株予約権者より無償で

新株予約権を取得することができる。

① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

② 当社が分割会社となる分割契約または分割計画承認の議案

③ 当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画承認の議案

④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要す

ることについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤ 新株予約権の目的となる種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当

社の承認を要することまたは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部

を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

(9) その他の新株予約権の行使の条件

上記（注）３に準じて決定する。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年９月30日 ― 85,765 ― 13,134 ― 12,853
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(6) 【大株主の状況】

平成23年９月30日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 5,700 6.64

第一生命保険株式会社
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区有楽町１丁目13番１号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエア
オフィスタワーＺ棟)

4,230 4.93

高砂熱学従業員持株会 東京都千代田区神田駿河台４丁目２番地５ 3,613 4.21

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 3,268 3.81

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(住友信託銀行再信
託分・パナソニック電工株式会
社退職給付信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 3,100 3.61

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 2,346 2.73

株式会社みずほ銀行
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区内幸町１丁目１番５号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエア
オフィスタワーＺ棟)

2,177 2.53

高砂共栄会 東京都千代田区神田駿河台４丁目２番地５ 1,877 2.18

パナソニック電工株式会社 大阪府門真市門真1048番地 1,265 1.47

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,081 1.26

計 ― 28,659 33.41

  (注)　１ 所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

　　  ２ 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

３ 上記のほか、自己株式が8,192千株(9.55％)あります。

４ 「日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（住友信託銀行再信託分・パナソニック電工株式会社　　

退職給付信託口)」の所有株式数3,100千株については、委託者であるパナソニック電工株式会社が議決

権の指図権を留保しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

8,192,100
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

77,495,300
774,953 ―

単元未満株式
普通株式　

78,368
― ―

発行済株式総数 85,765,768 ― ―

総株主の議決権 ― 774,953 ―

(注)　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式14株を含めております。

　

　

② 【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
高砂熱学工業株式会社

東京都千代田区神田駿河台
４丁目２番地５

8,192,100 ― 8,192,1009.55

計 ― 8,192,100 ― 8,192,1009.55

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当第２四半期累計期間における役員の異動はありません。

なお、当社は執行役員制度を導入しており、当第２四半期累計期間における執行役員の異動は、次のと

おりであります。

　

新任執行役員

役  職 氏  名 就任年月日

執行役員　東日本事業本部東京本店副本店長 藤井　義郎 平成23年７月１日
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載

しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１

日から平成23年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けており

ます。
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１　【四半期連結財務諸表】
(1)　【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 21,367 18,529

受取手形・完成工事未収入金等 99,884 82,889

有価証券 － 398

未成工事支出金等 ※1
 4,127

※1
 5,128

その他 9,458 6,942

貸倒引当金 △109 △94

流動資産合計 134,728 113,792

固定資産

有形固定資産 6,205 6,053

無形固定資産 1,064 939

投資その他の資産

投資有価証券 20,976 19,711

その他 12,750 12,868

貸倒引当金 △455 △433

投資損失引当金 △104 △104

投資その他の資産合計 33,167 32,041

固定資産合計 40,438 39,033

資産合計 175,166 152,826

EDINET提出書類

高砂熱学工業株式会社(E00149)

四半期報告書

15/29



(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 52,250 37,886

短期借入金 3,476 3,522

未払金 20,114 14,489

未払法人税等 1,787 269

未成工事受入金 2,728 3,145

工事損失引当金 2,850 3,903

引当金 1,376 1,358

その他 6,419 6,232

流動負債合計 91,004 70,808

固定負債

長期借入金 40 30

退職給付引当金 1,167 908

役員退職慰労引当金 402 84

その他 764 1,070

固定負債合計 2,374 2,092

負債合計 93,379 72,900

純資産の部

株主資本

資本金 13,134 13,134

資本剰余金 12,854 12,854

利益剰余金 62,300 60,846

自己株式 △6,341 △6,341

株主資本合計 81,948 80,493

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 24 △368

為替換算調整勘定 △317 △291

その他の包括利益累計額合計 △293 △659

新株予約権 － 19

少数株主持分 131 72

純資産合計 81,786 79,925

負債純資産合計 175,166 152,826
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
 【四半期連結損益計算書】
 【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

売上高 89,728 83,401

売上原価 81,449 75,741

売上総利益 8,279 7,659

販売費及び一般管理費

従業員給料手当 3,030 3,145

退職給付費用 246 286

その他 4,964 4,898

販売費及び一般管理費合計 8,241 8,331

営業利益又は営業損失（△） 37 △671

営業外収益

受取利息 25 14

受取配当金 224 249

保険配当金 122 98

不動産賃貸料 127 145

その他 44 53

営業外収益合計 543 562

営業外費用

支払利息 26 27

支払手数料 3 18

為替差損 52 38

その他 49 16

営業外費用合計 132 100

経常利益又は経常損失（△） 449 △209

特別利益

貸倒引当金戻入額 20 －

投資有価証券受贈益 137 －

関係会社清算益 － 11

その他 26 0

特別利益合計 185 11

特別損失

投資有価証券評価損 278 232

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 10 －

その他 14 44

特別損失合計 303 276

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

330 △475

法人税、住民税及び事業税 320 65

過年度法人税等 0 －

法人税等合計 321 65

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

9 △540

少数株主利益又は少数株主損失（△） 12 △55

四半期純損失（△） △2 △484
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 【四半期連結包括利益計算書】
 【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

9 △540

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,944 △392

為替換算調整勘定 △44 21

その他の包括利益合計 △1,989 △370

四半期包括利益 △1,979 △911

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,989 △851

少数株主に係る四半期包括利益 10 △59
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

330 △475

減価償却費 376 347

工事損失引当金の増減額（△は減少） 693 1,058

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

△148 △577

のれん償却額 17 17

受取利息及び受取配当金 △249 △264

支払利息 26 27

為替差損益（△は益） 4 2

投資有価証券評価損益（△は益） 278 232

投資有価証券受贈益 △137 －

関係会社清算損益（△は益） － △11

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 10 －

売上債権の増減額（△は増加） 12,918 19,356

未成工事支出金等の増減額（△は増加） 8,727 △1,000

仕入債務の増減額（△は減少） △22,120 △18,832

未成工事受入金の増減額（△は減少） △7,828 415

その他 859 △671

小計 △6,241 △375

利息及び配当金の受取額 265 262

利息の支払額 △26 △27

法人税等の支払額 △2,038 △1,726

営業活動によるキャッシュ・フロー △8,041 △1,866

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △539 △486

定期預金の払戻による収入 652 526

有形及び無形固定資産の取得による支出 △128 △234

資産除去債務の履行による支出 △10 －

投資有価証券の取得による支出 △177 △3

投資有価証券の売却による収入 467 －

投資有価証券の償還による収入 511 2

関係会社の整理による収入 － 11

その他の支出 △216 △201

その他の収入 448 435

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,007 49
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △410 132

長期借入金の返済による支出 △40 △120

リース債務の返済による支出 △13 △39

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △969 △969

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,433 △996

現金及び現金同等物に係る換算差額 △50 14

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,516 △2,798

現金及び現金同等物の期首残高 27,091 20,232

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 18,574

※1
 17,433
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税金等調

整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整

前四半期純利益に当該見積実効税率を使用する方法によって計算しております。

ただし、税金等調整前四半期純損失となった場合等には、法定実効税率を使用する

方法によって計算しております。
　 　

　
　

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

（役員退職慰労引当金）

当社は、平成23年３月18日開催の取締役会の決議および平成23年４月20日開催の監査役会における監査役の協

議により、平成23年６月29日開催の第131回定時株主総会終結の時をもって取締役および監査役に対する退職慰労

金制度を廃止いたしました。また、同定時株主総会において、取締役および監査役に対し、在任期間に対応する退職

慰労金を打切り支給することとし、その支給の時期は各取締役および各監査役の退任時とすること（以下「打切

り支給」といいます。）に決議されました。

これに伴い、同定時株主総会終結の時までの期間に対応する役員退職慰労引当金92百万円は、固定負債の「その

他」に振り替えて表示しております。
 

（退職給付引当金）

当社は、平成23年３月18日開催の取締役会の決議により、平成23年６月29日開催の第131回定時株主総会終結の

時をもって執行役員に対する退職慰労金制度を廃止いたしました。また、同定時株主総会において、取締役および

監査役に対する打切り支給が決議されたことに伴い、執行役員に対しても同様に打切り支給することといたしま

した。

これに伴い、同定時株主総会終結の時までの期間に対応する退職給付引当金249百万円は、固定負債の「その

他」に振り替えて表示しております。
 

（損害補償損失引当金）

前連結会計年度に発生した顧客施設に損害を与える事象に関して、当該事象による損害補償請求に備えて前連

結会計年度末から損害補償損失引当金を計上しておりますが、引き続き関係当事者と協議中であること等から、最

終的な損害の見込額等は判明しておりません。なお、損害補償損失引当金756百万円は、流動負債の「引当金」に含

めて表示しております。
 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 未成工事支出金等

未成工事支出金等に属する資産の科目およびその金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

未成工事支出金 3,381百万円 4,340百万円

商品及び製品 402百万円 453百万円

仕掛品 8百万円 11百万円

材料貯蔵品 335百万円 322百万円

計 4,127百万円 5,128百万円

　

２ 保証債務

① 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

高砂熱学工業(香港)有限公司 12百万円 ―――――

　

② 連結会社以外の会社の工事請負に係る金融機関の工事履行保証に対して、債務保証を行って

おります。

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

高砂熱学工業(香港)有限公司 48百万円高砂熱学工業(香港)有限公司 44百万円

T.T.Eエンジニアリング(マレーシ
ア)Sdn.Bhd.

12百万円
T.T.Eエンジニアリング(マレーシ
ア)Sdn.Bhd.

2百万円

タカサゴベトナム Co., Ltd. 2百万円 タカサゴベトナム Co., Ltd. 2百万円

計 63百万円計 49百万円

　

３ 貸出コミットメント契約

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取

引金融機関６社と貸出コミットメント契約を締結して

おります。

貸出コミットメント契約の総額は3,000百万円で当連結

会計年度末の実行残高はありません。

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取

引金融機関６社と貸出コミットメント契約を締結して

おります。

貸出コミットメント契約の総額は3,000百万円で当第２

四半期連結会計期間末の実行残高はありません。
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(四半期連結損益計算書関係)

１  売上高の季節的変動

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年９月30日)

当社グループの売上高は、主たる事業である設備工事事

業において、工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期

間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第

３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半

期連結会計期間に売上高が著しく多くなるといった季

節的変動があります。

 同左

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年９月30日)

(平成22年９月30日現在) (平成23年９月30日現在)

現金預金 19,716百万円現金預金 18,529百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,142百万円預入期間が３か月超の定期預金 △1,095百万円

現金及び現金同等物 18,574百万円現金及び現金同等物 17,433百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 969 12.50平成22年３月31日 平成22年６月30日  利益剰余金

　

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結

会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月11日
取締役会

普通株式 969 12.50平成22年９月30日 平成22年12月10日 利益剰余金

　

３  株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

　

当第２四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 969 12.50平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結

会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年11月11日
取締役会

普通株式 969 12.50平成23年９月30日 平成23年12月９日 利益剰余金

　

３  株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

１  報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

設備工事
事業

設備機器
の製造・
販売事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 86,4093,23189,640 88 89,728 ― 89,728

セグメント間の内部売上高
又は振替高

0 364 364 28 393 △393 ―

計 86,4093,59590,004 117 90,122△393 89,728

セグメント利益又は損失(△) △100 79 △20 39 18 19 37

(注) １「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産の売買・賃貸、保険代理店等

の事業を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４ 日本フローダ㈱（連結子会社）の事業は、従来、「設備工事事業」に区分しておりましたが、事業の内容を見

直したことにより、第１四半期連結累計期間から「設備機器の製造・販売事業」に変更しております。

　
　

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

　

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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当第２四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）

１  報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

設備工事
事業

設備機器
の製造・
販売事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 80,4282,87483,302 99 83,401 ― 83,401

セグメント間の内部売上高
又は振替高

2 476 479 20 500 △500 ―

計 80,4313,35083,781 119 83,901△500 83,401

セグメント利益又は損失(△) △680 △27 △708 43 △664 △6 △671

(注) １「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産の売買・賃貸、保険代理店等

の事業であります。

２ セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

　

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額 ０円03銭 ６円25銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純損失金額(百万円) 2 484

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額(百万円) 2 484

普通株式の期中平均株式数(株) 77,575,422 77,573,689

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった
ものの概要

― ―

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損

失が計上されているため記載しておりません。

　

　

２ 【その他】

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりであります。

(1) 決議年月日 平成23年11月11日

(2) 中間配当金の総額 969百万円

(3) 普通株式１株当たりの金額 12円50銭

(4) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成23年12月９日

(注)平成23年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行いま

す。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年11月11日

高砂熱学工業株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    和    田    正    夫    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    園    田    博    之    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    岩    瀬    弘    典    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている高砂
熱学工業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間
(平成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23
年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、高砂熱学工業株式会社及び連結子会社の平成
23年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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